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事業費納付金と標準保険料率算定に必要な保険料総額の関係 
 

医療分（一般） 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 520 億円】 

 
県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める（ステップ 1～3） 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 384 億 2 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 135 億 8 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分・一般） 
 
  

事業費納付金（医療分・一般） 
 
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

 
一般被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8641633147355 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（市町村の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 

保険料で集める額 
（島根県が示す標準保険料率の算定ベース） 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の一般被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8641633147355（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額（ステップ 6～7） 

 
事業費納付金 

（d） 
納付金対象外経費 

 浜田市に直接 

入る公費 

保険料で集める額 

（e） 

 標準的な 

収納率 

調整後の標準保険料率算定に 

必要な保険料総額（e´） 

医 療 分 1,174,924,524 円 126,230,800 円 ＝ 438,276,085 円 862,879,239 円 → 96.10％ 897,897,232 円（一般）    
 

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する（ステップ 4～5） 

 

e 

d 

所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

医療費 

水準を 

反映 

A 市納付金 

C 市納付金 

α 

β 

C 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び標準保険料率の算定フロー 

医療分

　〈ステップ１〉 前期高齢者調整後の保険給付費の算出

保険給付費（一般分） A 52,023,605,195円 県全体における保険給付費見込額

 － 前期高齢者交付金 － 24,876,335,301円 前期高齢者交付金として県の歳入となる額

 － 退職者医療前期調整額 － ▲74,754,971円 前期高齢者交付金のうち退職分

 ＋ 前期高齢者納付金等 ＋ 24,970,669円 前期高齢者納付金として県の歳出となる額

 ＝ 前期高齢者調整後の保険給付費 A´ 27,246,995,534円 前期高齢者に係る歳入歳出考慮後の保険給付費

　〈ステップ２〉 保険料収納必要額の算出

 － 療養給付費等負担金 － 7,853,320,437円 保険給付費見込額等から算出した定率国庫負担見込額

 － 国・普通調整交付金 － 2,635,011,000円 所得格差を調整する交付金

 － 県繰入金 － 1,439,945,781円 以前の県普通調整交付金における保険給付費分の交付見込額

 － 保険者努力支援制度（県配分額） － 256,497,000円 県全体の取組への評価により交付

 － 高額医療費負担金（国・県） － 894,431,198円 高額医療費（1件80万円超）の影響緩和を目的とした国県の負担

 － 特別高額医療費共同事業交付金 － 57,669,480円 著しく高額な医療費（1件420万円超）の影響緩和を目的とした国県の負担

 － 特別高額医療費共同事業負担金 － 31,438,000円 　　　　〃

 － 特例基金（取崩分） － 32,551,801円 激変緩和用の特例基金取崩分

 ＋ 特別高額医療費共同事業拠出金 ＋ 57,722,981円 著しく高額な医療費（1件420万円超）の影響緩和を目的とした国県の負担

 ＋ 予備費（県特別会計分） ＋ 0円 県特別会計における予定外の支出及び予算を超過した支出への対応額

 ＝ 保険料収納必要総額 B 14,103,853,818円 県全体における保険料収納必要総額

　〈ステップ３〉 事業費納付金算定基礎額の算出

 ± 前期高齢者交付金・納付金精算額 ＋ ▲261,748,270円 前々年度の前期高齢者交付金（納付金）に係る歳入歳出（県全体）

 － 地方単独事業の減額調整分 － 263,965,428円 福祉・乳幼児医療の実施による補助減額相当額（県全体・県助成分）

 ＝ 事業費納付金算定基礎額 C 13,578,140,120円 県全体における事業費納付金算定基礎額

　〈ステップ４〉 事業費納付金総額を各市町村に配分

 × {1＋α・(年齢調整後の医療費指数－1)} × 1.2325749918295  1+1*(1.2325749918295-1)

 × {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β) × 0.0765655437623  (0.8641633147355*0.0706329636137+0.0816922618884)/(1+0.8641633147355)

 × γ × 0.8932833788186 事業費納付金調整係数

 ＝ 浜田市の事業費納付金基礎額 c 1,144,659,357円 各市町村ごとの事業費納付金算定基礎額

県
全
体

県
全
体
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全
体
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　〈ステップ５〉 市町村ごとの事業費納付金基礎額

 ± 前期高齢者交付金・納付金精算額 － ▲50,366,991円 前々年度の前期高齢者交付金（納付金）に係る歳入歳出（浜田市）

 － 国・特別調整交付金（県分のうち市配分） － 2,205,000円 子どもの被保険者数に対する財政支援措置

 － 暫定措置額（国公費） － 43,503,712円 追加の激変緩和対応分

 － 県繰入金（激変緩和分） － 8,828,904円 29と31年度の1人あたり保険料額を比較し一定割合超えれば緩和措置実施

 ＋ 地方単独事業の減額調整分 ＋ 23,075,552円 福祉・乳幼児医療の実施による補助減額相当額（浜田市・県助成分）

 ＋ 審査支払手数料 ＋ 11,360,240円 審査支払を委託している国保連合会へ納付する手数料

 ＝ 各市町村の事業費納付金（一般分） d 1,174,924,524円 医療分（一般）の事業費納付金 予算計上額

　〈ステップ６〉 公費、保健事業費等を加減算

 － 保険者支援制度（医療分） － 78,493,527円 従来の保険基盤安定負担金（保険者支援分）の交付見込額

 － 算定可能な国特別調整交付金 － 92,069,000円 各市町村の特別事情による交付＋拡充分

 － 算定可能な県繰入金(2号分） － 52,784,429円 以前の県特別調整交付金に相当する交付見込額

 － 保険者努力支援制度（市交付分） － 18,790,000円 各市町村の取組への評価により交付

 － 特定健康診査等負担金 － 20,718,800円 事業実施に係る経費のうち認定額の1/3を国及び県が負担

 － 過年度の保険料収納見込 － 26,362,829円 保険料の滞納繰越分における収納見込額（医療分＋支援金分＋介護分）

 － 出産育児一時金（法定繰入分） － 6,720,000円 出産育児一時金支給見込額の2/3相当額（一般会計繰入見込額）

 － 財政安定化支援事業 － 117,301,000円 国保財政健全化のための地方交付税措置（一般会計繰入見込額）

 － 一般会計繰入金（地単カット分） － 25,036,500円 福祉・乳幼児医療の実施による補助減額相当額（浜田市・県＋市助成分）

 ＋ 保健事業 ＋ 20,768,160円 保健事業に係る経費見込額（特定健康診査等に要する費用を除く）

 ＋ 直診勘定繰出金 ＋ 25,781,000円 直営診療施設の運営に係る経費のうち特別会計からの繰出見込額

 ＋ 出産育児諸費 ＋ 10,085,040円 出産育児一時金の支給に係る経費の見込額

 ＋ 葬祭諸費 ＋ 3,300,000円 葬祭費の支給に係る経費の見込額

 ＋ 条例減免に要する費用 ＋ 3,584,600円 保険料の減免見込額（医療分）

 ＋ 医療費適正化等の対策費用等事務費 ＋ 0円 医療費適正化対策費用のうち保険料を財源とする経費の見込額

 ＋ 特定健康診査等に要する費用 ＋ 62,712,000円 特定健康診査等に要する経費の見込額

 ＋ 予備費（市特別会計、保険料財源分） ＋ 0円 市特別会計における予備費（保険料を財源とする場合）

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額 e 862,879,239円 事業費納付金（d）－市に直接入る公費＋市が負担する事業費

　〈ステップ７〉 標準的な収納率で割戻し

 標準的な収納率（s） ÷ 96.10% 過去3年間の収納率平均を「標準的な収納率」とする

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 897,897,232円 収納率勘案後の保険料総額（医療分・一般）
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　〈ステップ８、９〉 所得割・均等割・平等割賦課総額の算出、標準保険料率の算出

 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 897,897,232円 収納率勘案後の保険料総額（医療分・一般）

 所得・被保険者指数 t 0.0765655437623 {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β)

 (e´/t)×(β/(1+β)) 5,436,321,469円 

 × 所得割指数 × 100.00% 応能割は所得割のみ（資産割なし）のため100％

 × 所得シェア × 0.0706329636137 浜田市所得総額4,586,671,810円／島根県所得総額64,936,703,422円

 ＝ 所得割賦課総額 g 383,983,497円 【所得割として賦課する必要がある額】

 ÷ 所得総額 ÷ 4,586,671,810円 賦課限度額控除後の基準総所得

 ＝ 所得割率（標準保険料率） 8.37% 

 (e´/t)×(1/(1+β)) 6,290,849,630円 

 × 均等割指数 × 70.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝７：３

 × 人数シェア × 0.0799355395861 浜田市被保険者総数10,367人／島根県被保険者総数129,692人

 ＝ 均等割賦課総額 j 352,003,722円 【均等割として賦課する必要がある額】

 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 10,367人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数

 ＝ 均等割額（標準保険料率） 33,954円 

 (e´/t)×(1/(1+β)) 6,290,849,630円 

 × 平等割指数 × 30.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝７：３

 × 世帯シェア × 0.0857912805936 浜田市世帯総数6,972世帯／島根県世帯総数81,267県世帯

 ＝ 平等割賦課総額 k 161,910,014円 【平等割として賦課する必要がある額】

 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 6,972世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数

 ＝ 平等割額（標準保険料率） 23,223円 

保険料総額(g+j+k) 897,897,233円÷10,367人 ＝ 86,611円／人・・・①

医療分・一般の算定フローまとめ

〈ステップ１～３〉県全体の保険給付費を見込み、前期高齢者に係る歳入歳出及び国県等の補助等を除いた額を事業費納付金算定基礎額とする。

〈ステップ４～５〉事業費納付金算定基礎額を、各市町村の医療費水準や所得水準、被保険者や世帯の数に基づき按分する。

〈ステップ６～７〉配分された事業費納付金から市町村に直接入る公費を減算し、保健事業等市町村個別の事業費を加算した額を

　　　　　　　　　標準保険料率算定に必要な保険料総額とし、標準的な収納率で割り戻した額を収納率勘案後の保険料総額とする。

〈ステップ８～９〉所得割・均等割・平等割の賦課総額を算出し、それをもとに標準保険料率を算出する。
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支援金分（一般） 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 75 億 6 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め（ステップ 1～3）、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 34 億 7 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 40 億 9千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分・一般） 
 
  

事業費納付金（支援金分・一般） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.8669746071315 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 

保険料で集める額 
（島根県が示す標準保険料率の算定ベース） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8669746071315（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額（ステップ 4～5） 

 
事業費納付金 

（d） 
納付金対象外経費 

 浜田市に直接 

入る公費 

保険料で集める額 

（e） 

 標準的な 

収納率 

調整後の標準保険料率算定に 

必要な保険料総額（e´） 

支援金分 281,165,580 円 1,133,000 円 ＝ 25,377,814 円 256,920,766 円 → 96.10％ 267,347,311 円（一般）    

 

 

各市町村の所得水準等に基づき按分する（ステップ 3） 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

C 

B 市納付金 

d 

e 



- 6 - 

 

支援金分

　〈ステップ１〉 後期高齢者支援金（一般分）算出

後期高齢者支援金等（一般・退職分） A 7,563,585,450円 県全体における後期高齢者支援金等見込額

 － 後期高齢者支援金（退職分） － ▲49,895,487円 後期高齢者支援金のうち退職分

 ＝ 後期高齢者支援金等（一般分） A´ 7,613,480,937円 後期高齢者支援金のうち一般分

　〈ステップ２〉 保険料収納必要額の算出

 － 後期高齢者支援金国庫負担金 － 2,436,129,881円 後期高齢者支援金見込額等から算出した定率国庫負担見込額

 － 国・普通調整交付金 － 789,226,000円 国普通調整交付金における後期高齢者支援金分交付見込額

 － 県繰入金 － 684,432,701円 以前の県普通調整交付金における後期高齢者支援金分の交付見込額

 － 特例基金（取崩分） － 728,828円 激変緩和用の特例基金取崩分

 ＝ 保険料収納必要総額 B 3,702,963,527円 県全体における保険料収納必要総額

　〈ステップ３〉 事業費納付金算定基礎額の算出、事業費納付金総額を各市町村に配分、市町村ごとの事業費納付金基礎額

 ± 後期高齢者支援金精算額 ＋ 384,100,115円 前々年度の後期高齢者支援金に係る歳入歳出（県全体）

 ＝ 事業費納付金算定基礎額 C 4,087,063,642円 県全体における事業費納付金算定基礎額

 × {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β) × 0.0765732433638  (0.8669746071315*0.070668781477+0.0816922618884)/(1+0.8669746071315)

 × γ × 0.9999999975533 事業費納付金調整係数

 ＝ 浜田市の事業費納付金基礎額 c 312,959,719円 各市町村ごとの事業費納付金算定基礎額

 ± 後期高齢者支援金精算額 － 31,794,139円 前々年度の後期高齢者支援金に係る歳入歳出（浜田市）

 ＝ 各市町村の事業費納付金（一般分） d 281,165,580円 支援金分（一般）の事業費納付金 予算計上額

　〈ステップ４〉 保険者支援制度（支援金分）等を加減算

 － 保険者支援制度（支援金分） － 25,377,814円 従来の保険基盤安定負担金（保険者支援分）の交付見込額

 ＋ 条例減免に要する費用 ＋ 1,133,000円 保険料の減免見込額（支援金分）

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額 e 256,920,766円 事業費納付金（d）－市に直接入る公費

　〈ステップ５〉 標準的な収納率で割戻し

 標準的な収納率（s） ÷ 96.10% 過去3年間の収納率平均を「標準的な収納率」とする

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 267,347,311円 収納率勘案後の保険料総額（支援金分・一般）
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　〈ステップ６、７〉 所得割・均等割・平等割賦課総額の算出、標準保険料率の算出

 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 267,347,311円 収納率勘案後の保険料総額（支援金分・一般）

 所得・被保険者指数 t 0.0765732433638 {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β)

 (e´/t)×(β/(1+β)) 1,621,312,549円 

 × 所得割指数 × 100.00% 応能割は所得割のみ（資産割なし）のため100％

 × 所得シェア × 0.0706687814770 浜田市所得総額4,584,266,666円／島根県所得総額64,869,756,775円

 ＝ 所得割賦課総額 g 114,576,182円 【所得割として賦課する必要がある額】

 ÷ 所得総額 ÷ 4,584,266,666円 賦課限度額控除後の基準総所得

 ＝ 所得割率（標準保険料率） 2.50% 

 (e´/t)×(1/(1+β)) 1,870,080,779円 

 × 均等割指数 × 70.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝７：３

 × 人数シェア × 0.0799355395861 浜田市被保険者総数10,367人／島根県被保険者総数129,692人

 ＝ 均等割賦課総額 j 104,640,141円 【均等割として賦課する必要がある額】

 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 10,367人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数

 ＝ 均等割額（標準保険料率） 10,094円 

 (e´/t)×(1/(1+β)) 1,870,080,779円 

 × 平等割指数 × 30.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝７：３

 × 世帯シェア × 0.0857912805936 浜田市世帯総数6,972世帯／島根県世帯総数81,267世帯

 ＝ 平等割賦課総額 k 48,130,987円 【平等割として賦課する必要がある額】

 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 6,972世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数

 ＝ 平等割額（標準保険料率） 6,903円 

保険料総額(g+j+k) 267,347,310円÷10,367人 ＝ 25,788円／人・・・②

支援金分・一般の算定フローまとめ

〈ステップ１～３〉県全体の後期高齢者支援金見込額から、退職分、国県等の補助等を除いた額を事業費納付金算定基礎額とし、

　　　　　　　　　事業費納付金算定基礎額を、各市町村の所得水準、被保険者や世帯の数に基づき按分する。

〈ステップ４～５〉配分された事業費納付金から市町村に直接入る公費を減算した額を標準保険料率算定に必要な保険料総額とし、

　　　　　　　　　標準的な収納率で割り戻した額を収納率勘案後の保険料総額とする。

〈ステップ６～７〉所得割・均等割・平等割の賦課総額を算出し、それをもとに標準保険料率を算出する。
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介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 23 億 8 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め（ステップ 1～2）、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 9億 7千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 14 億 1千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金（介護分） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.8616072809118 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 

保険料で集める額 
（島根県が示す標準保険料率の算定ベース） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8616072809118（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額（ステップ 3～4） 

 
事業費納付金 

（d） 
納付金対象外経費 

 浜田市に直接 

入る公費 

保険料で集める額 

（e） 

 標準的な 

収納率 

調整後の標準保険料率算定に 

必要な保険料総額（e´） 

介 護 分 77,969,604 円 400,000 円 ＝ 6,524,417 円 71,845,187 円 → 96.22％ 74,667,623 円（一般＋退職） 
 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する（ステップ 2） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

C 

B 市納付金 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

d 

e 
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介護分

　〈ステップ１〉 事業費納付金算定基礎額の算出

介護納付金（一般・退職分） A 2,381,391,442円 県全体における介護納付金見込額

 － 介護納付金国庫負担金 － 762,045,261円 介護納付金見込額等から算出した定率国庫負担見込額

 － 国・普通調整交付金 － 247,901,000円 国普通調整交付金における介護納付金分交付見込額

 － 県繰入金 － 214,235,267円 以前の県普通調整交付金における介護納付金分の交付見込額

 － 特例基金（取崩分） － 89,963円 激変緩和用の特例基金取崩分

 ＝ 保険料収納必要総額 B 1,157,119,951円 県全体における保険料収納必要総額

 ± 介護納付金精算額 ＋ 253,587,957円 前々年度の介護納付金に係る歳入歳出（県全体）

 ＝ 事業費納付金算定基礎額 C 1,410,707,908円 県全体における事業費納付金算定基礎額

　〈ステップ２〉 事業費納付金総額を各市町村に配分、市町村ごとの事業費納付金基礎額

 × {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β) × 0.0708856782991  (0.8616072809118*0.0659608530539+0.0751289435875)/(1+0.8616072809118)

 × γ × 0.9999999922025 事業費納付金調整係数

 ＝ 浜田市の事業費納付金基礎額 c 99,998,987円 各市町村ごとの事業費納付金算定基礎額

 ± 介護納付金精算額 － 21,901,383円 前々年度の介護納付金に係る歳入歳出（浜田市）

 － 保険基盤安定繰入金（退職分） － 128,000円 保険基盤安定繰入金（退職分）

 ＝ 各市町村の事業費納付金 d 77,969,604円 介護分の事業費納付金 予算計上額

　〈ステップ３〉 保険者支援制度（介護分）等を加減算

 － 保険者支援制度（介護分） － 6,524,417円 従来の保険基盤安定負担金（保険者支援分）の交付見込額

 ＋ 保険基盤安定繰入金（退職分） ＋ 128,000円 保険基盤安定繰入金（退職分）

 ＋ 条例減免に要する費用 ＋ 272,000円 保険料の減免見込額（介護分）

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額 e 71,845,187円 事業費納付金（d）－市に直接入る公費

　〈ステップ４〉 標準的な収納率で割戻し

 標準的な収納率（s） ÷ 96.22% 過去3年間の収納率平均を「標準的な収納率」とする

 ＝ 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 74,667,623円 収納率勘案後の保険料総額（介護分）
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　〈ステップ５、６〉 所得割・均等割・平等割賦課総額の算出、標準保険料率の算出

 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 74,667,623円 収納率勘案後の保険料総額（介護分）

 所得・被保険者指数 t 0.0708856782991 {β・(所得シェア)＋人数シェア}／(1＋β)

 (e´/t)×(β/(1+β)) 487,523,010円 

 × 所得割指数 × 100.00% 応能割は所得割のみ（資産割なし）のため100％

 × 所得シェア × 0.0659608530539 浜田市所得総額1,522,218,516円／島根県所得総額23,077,605,057円

 ＝ 所得割賦課総額 g 32,157,434円 【所得割として賦課する必要がある額】

 ÷ 所得総額 ÷ 1,522,218,516円 賦課限度額控除後の基準総所得

 ＝ 所得割率（標準保険料率） 2.11% 

 (e´/t)×(1/(1+β)) 565,829,724円 

 × 均等割指数 × 70.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝７：３

 × 人数シェア × 0.0746177199677 浜田市被保険者総数2,679人／島根県被保険者総数35,903人

 ＝ 均等割賦課総額 j 29,554,647円 【均等割として賦課する必要がある額】

 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 2,679人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数

 ＝ 均等割額（標準保険料率） 11,032円 

 (e´/t)×(1/(1+β)) 565,829,724円 

 × 平等割指数 × 30.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝７：３

 × 世帯シェア × 0.0763217987002 浜田市世帯総数2,607世帯／島根県世帯総数34,158県世帯

 ＝ 平等割賦課総額 k 12,955,543円 【平等割として賦課する必要がある額】

 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 2,607世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数

 ＝ 平等割額（標準保険料率） 4,970円 

保険料総額(g+j+k) 74,667,624円÷2,679人 ＝ 27,871円／人・・・③

合計1人当たり保険料(①＋②＋③) ＝ 140,270円／人
介護分の算定フローまとめ

〈ステップ１～２〉県全体の介護納付金見込額から、国県等の補助等を除いた額を事業費納付金算定基礎額とし、

　　　　　　　　　事業費納付金算定基礎額を、各市町村の所得水準、被保険者や世帯の数に基づき按分する。

〈ステップ３～４〉配分された事業費納付金から市町村に直接入る公費を減算した額を標準保険料率算定に必要な保険料総額とし、

　　　　　　　　　標準的な収納率で割り戻した額を収納率勘案後の保険料総額とする。

〈ステップ５～６〉所得割・均等割・平等割の賦課総額を算出し、それをもとに標準保険料率を算出する。
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【参考】浜田市算定方式（応能割：応益割＝50：50）保険料率
医療分
 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 897,897,232円 収納率勘案後の保険料総額（医療分・一般）
    所得割指数 50.00% 応能割：応益割＝50：50
 ＝ 所得割賦課総額 g 448,948,616円 【所得割として賦課する必要がある額】
 ÷ 所得総額 ÷ 4,576,464,000円 浜田市の所得総額
 ＝ 所得割率（標準保険料率） 9.81% 

    均等割指数 × 35.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 均等割賦課総額 j 314,264,031円 【均等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 10,367人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数
 ＝ 均等割額（標準保険料率） 30,314円 

    平等割指数 15.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 平等割賦課総額 k 134,684,585円 【平等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 6,972世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数
 ＝ 平等割額（標準保険料率） 19,318円 

支援金分
 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 267,347,311円 収納率勘案後の保険料総額（支援金分・一般）
    所得割指数 50.00% 応能割：応益割＝50：50
 ＝ 所得割賦課総額 g 133,673,656円 【所得割として賦課する必要がある額】
 ÷ 所得総額 ÷ 4,551,118,000円 浜田市の所得総額
 ＝ 所得割率（標準保険料率） 2.94% 

    均等割指数 × 35.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 均等割賦課総額 j 93,571,559円 【均等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 10,367人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数
 ＝ 均等割額（標準保険料率） 9,026円 

    平等割指数 15.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 平等割賦課総額 k 40,102,097円 【平等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 6,972世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数
 ＝ 平等割額（標準保険料率） 5,752円 

介護分
 標準保険料率算定に必要な保険料総額(調整後) e´ 74,667,623円 収納率勘案後の保険料総額（介護分・一般）
    所得割指数 50.00% 応能割：応益割＝50：50
 ＝ 所得割賦課総額 g 37,333,812円 【所得割として賦課する必要がある額】
 ÷ 所得総額 ÷ 1,621,350,000円 浜田市の所得総額
 ＝ 所得割率（標準保険料率） 2.30% 

    均等割指数 × 35.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 均等割賦課総額 j 26,133,668円 【均等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市被保険者総数 ÷ 2,679人 過去3年間の実績に基づき算出した被保険者総数
 ＝ 均等割額（標準保険料率） 9,755円 

    平等割指数 15.00% 応益割合のうち均等割：平等割＝35：15
 ＝ 平等割賦課総額 k 11,200,143円 【平等割として賦課する必要がある額】
 ÷ 浜田市世帯総数 ÷ 2,607世帯 過去3年間の実績に基づき算出した世帯総数
 ＝ 平等割額（標準保険料率） 4,296円 
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